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1.  平成24年2月期の連結業績（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年2月期 4,130 △0.3 733 371.4 686 494.0 315 222.7
23年2月期 4,143 △3.3 155 △37.4 115 △45.2 97 △58.1

（注）包括利益 24年2月期 312百万円 （215.3％） 23年2月期 99百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年2月期 74.77 ― 15.2 12.1 17.8
23年2月期 22.58 ― 5.6 2.1 3.8

（参考） 持分法投資損益 24年2月期  ―百万円 23年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年2月期 5,672 2,078 36.7 489.38
23年2月期 5,519 1,753 31.8 416.81

（参考） 自己資本   24年2月期  2,078百万円 23年2月期  1,753百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年2月期 907 △202 △392 794
23年2月期 351 △251 △282 481

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年2月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―
24年2月期 ― 0.00 ― 8.00 8.00 33 10.7 1.8
25年2月期(予想) ― 0.00 ― 8.00 8.00 ―

3. 平成25年 2月期の連結業績予想（平成24年 3月 1日～平成25年 2月28日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,000 1.5 210 △41.3 200 △40.4 100 △37.1 23.54
通期 4,200 1.7 480 △34.5 450 △34.5 250 △20.7 58.85



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年2月期 4,646,400 株 23年2月期 4,646,400 株
② 期末自己株式数 24年2月期 398,342 株 23年2月期 438,342 株
③ 期中平均株式数 24年2月期 4,217,289 株 23年2月期 4,327,442 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年2月期の個別業績（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年2月期 4,094 △0.4 707 397.1 663 532.4 281 214.9
23年2月期 4,112 △3.3 142 △40.3 104 △40.8 89 △61.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

24年2月期 66.85 ―
23年2月期 20.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年2月期 5,640 2,153 38.2 506.88
23年2月期 5,523 1,861 33.7 442.42

（参考） 自己資本 24年2月期  2,153百万円 23年2月期  1,861百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点においては金融商品取引法に基づく監査手続は終了しており
ません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料のおける業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等
は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想に関する事項は、添付資料の２ページをご参照ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

 (当期の経営成績) 

当社グループは東日本大震災により、直接的な大きな被害をうけましたが、全国各地のお客様からたくさんの励

ましの声やお便りをいただき「一日も早く、おいしい笹かまぼこをお届したい」、「一日もはやくお客様と再会した

い」との強い思いから、早期再開に向け復旧に取り組みました。 

その結果、工事関係者各位のご尽力もあり、平成23年３月28日には一部製品の生産を再開することができ、いち

早く避難所へお届けするとともに、営業を再開いたしました。 

余震におびえながら復旧にあたった日々、「はじめの一枚」が焼き上がったときの感動を忘れず、復興へ向け全

従業員が懸命に努力し、安全・安心、そして美味しい笹かまぼこを提供するという使命を再認識いたしました。 

このような状況の中、震災直後は「観光客の減少」や「個人消費の冷え込み」など多くの懸念材料がありました

が、「震災によるお見舞いのお返しの需要」、「復旧・ボランティア活動従事者の土産品需要」の他、「全国の百貨

店等の被災地復興応援物産展」の開催などもあり、売上高は順調に回復いたしました。 

 また、原材料価格の安定と生産性の効率化により、売上原価率を前期比6.17ポイント下げるとともに、震災後の節

電等を始めとする固定費の圧縮などコスト削減を図りました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、4,130百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は、733百万円（前年同

期比371.4％増）、経常利益686百万円（前年同期比494.0％増）となりました。また、東日本大震災にかかる災害損

失等を特別損失として計上した結果、当期純利益は315百万円（前年同期比222.7％増）となりました。 

(次期の見通し)  

 次期における経営環境は、東日本大震災からの復興に伴う需要は一部地域に見られるものの、原発事故に伴う風評

被害、観光客の減少など厳しい経営状態が続くものと想定されます。 

 このような中で、お客様の視点に立ち高品質でこだわりのある商品を提供し、お客様の満足の追及に努めるととも

に、一枚一枚に想いを込めて売上の確保に全力を傾注してまいります。 

また、現場のニーズに対応した教育研修を継続して実施し、お客様の満足度向上と営業力のレベルアップに努

め、人財の育成を図ります。 

 以上の状況から、企業体質の強化を図り業績の確保に努めてまいります。 

次期の連結業績につきましては、売上高4,200百万円（前年同期比1.7％増）、営業利益480百万円（前年同期比

34.5％減）、経常利益450百万円（前年同期比34.5％減）、当期純利益250百万円（前年同期比20.7％減）を見込ん

でおります。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 (資産) 

  流動資産は、前連結会計年度末に比べ ％増加し、 百万円となりました。これは主として、現金及び預

金が 百万円増加したこと等によります。 

  なお、固定資産及び繰延資産は前連結会計年度末に比べ大きな増減はありません。 

 (負債) 

  流動負債は、前連結会計年度末に比べ ％減少し、 百万円となりました。これは主として、短期借入金が

百万円減少したこと等によります。 

  なお、固定負債は前連結会計年度に比べ大きな増減はありません。 

 (純資産) 

  純資産は、前連結会計年度末に比べ ％増加し、 百万円となりました。これは主として、利益剰余金が

百万円増加したこと等によるものです。 

②キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 百万円増加し、 百万円

となりました。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、退職給付引当金 百万円の減少などがあったものの、税金等調整前当期

純利益が 百万円、減価償却費が 百万円などがあったため、 百万円の増加となりました。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、敷金・保証金の回収による収入 百万円、貸付金の回収による収入 百

万円などがあったものの、有形固定資産の取得による支出 百万円、定期預金の増加 百万円があったため、

百万円の減少となりました。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入が 百万円などがあったものの、短期借入金の

返済による支出 百万円、長期借入金の返済による支出 百万円、社債償還に伴う支出 百万円などがあった

ため、 万円の減少となりました。 

(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

  (注１)いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  (注２)株式時価総額は自己株式を除く発行済株式総数をベースに計算しております。 

  (注３)キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  (注４)有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象として

おります。  

43.9 1,370

442

3.0 2,228

355

18.5 2,078

315

312 794
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600 224 907

7 11

97 130 202

408

270 411 120

392

  平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期 平成24年２月期

自己資本比率(％) 35.6 27.8 31.4 31.8 36.7

時価ベースの自己資本

比率(％) 
21.8 18.6 25.4 24.0 28.2

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率(年) 
14.0 49.4 7.0 8.5 2.9

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ(倍) 
4.9 1.3 8.8 7.2 17.9
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と考え、安定した配当を継続的に行うことを基本

方針とし、昨今の水産練製品業界の消費需要の冷え込み影響がみられるなか、当社は「おいしさ、楽しく」をコンセ

プトに製品の一層の差別化、新製品の開発に努め、競争力を維持強化するとともに、安定した利益配分を行うことを

基本方針としております。  

  東日本大震災の影響により、業績の見通しが不透明であり、先行きの見極めが大変困難であったことから、当期の

配当を未定としておりましたが、経営環境が東日本大震災以前の水準まで回復しつつあり、今後の財務状態を勘案し

た結果、当期の配当を１株当たり８円といたします。  

 次期の配当につきましては、当連結会計年度と同様の業績を見込んでいることから当期の配当予定と同額の１株当

たり８円を予定しております。 

(4）事業等のリスク 

  当社グループの事業等において、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は次のとおりです。本

項に含まれている将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  １．競合 

    直営店において同業他社が当店店舗の近隣に出店を行った場合、テナント店において近隣に大型ショッピング

センターができた場合などには、競合による顧客分散や価格競争が起こり、当該店舗の業績や当社グループの業

績に影響を与える可能性があります。 

  ２．観光客数の変動 

    地震や台風等の自然災害によって、当社グループの生産拠点に甚大なる被害を被る可能性があります。 

    当社グループの生産拠点は宮城県に２箇所あり、それぞれ定期的な災害防止活動や設備点検等を行っておりま

すが、これらの災害による影響を完全に防止又は軽減できる保障はありません。 

    平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震により当社も大きな損害を受けました。 

    今後も食品土産品業界という当社グループの性格上、当該震災のような自然災害により大きな被害を受け、宮

城県を訪れる観光客に大幅な変動をきたした場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

  ３．食品の安全性に係る新たな規制の実施等 

    近年の食品業界におきましては、ＢＳＥや鳥インフルエンザの発生、原材料や製品の消費又は賞味期限の問題

等、食品の品質、安全性に係る問題が発生しております。 

    当社では平成17年５月にＨＡＣＣＰ認証を取得し、さらなる衛生環境の確保と整備を推進展開いたしておりま

すが、一方で、社会全般にわたる品質問題等、上記の取り組みの範囲を超えた事象が発生した場合、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 

  ４．水産物市況 

    生鮮魚類の水揚数量変動による水産物市況の変動が予想を大きく上回る場合には、原材料の仕入価格や製品の

販売価格が大幅に変動する要因となるため、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  ５．顧客情報管理、クレーム処理 

    顧客情報の管理やクレーム処理につきましては取扱には細心の注意を払っておりますが、万一、外部漏洩事件

が発生した場合やクレーム処理が訴訟問題に発展した場合等には社会的信用問題や個人への賠償問題が起こり、

当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  ６．有利子負債 

    当社グループの有利子負債は、平成24年２月末現在、 百万円(長短借入金及び社債の合計)となっており

ます。今後の動向により金利が大きく上昇した場合には、当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性

があります。 

2,591
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  当企業集団は、当社と１社の子会社で構成されております。当社及び子会社の海風堂株式会社は、水産練製品類の

製造販売を行っております。 

  事業系統図は以下のとおりであります。 

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは「おいしさ」「楽しさ」を求める食文化創造企業を目指し限りなく社会に貢献するという理念のも

と、笹かまぼこを主体とした贈答食品や惣菜の製造・販売を通じて、お客様に感動していただくとともに、お客様の

ためにお役に立てる企業を目指しております。 

(2）目標とする経営指標 

  当社グループ全体として中期計画による経営指標の目標としては、売上高経常利益率10％、総資本経常利益率５％

以上を当面の主たる経営指標としてります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 今後も更なる競争の激化に伴い、個人消費は沈滞のまま推移するものと予想されます。 

 このような経営環境のもとで当社グループは店舗網の整備拡充と新商品開発に重点的に取り組んで参ります。 

 ① 鐘崎笹かま館への集客を積極的に推し進め、通信販売及びインターネット販売等のメディア部門を強化拡大し

て参ります。 

 ② 店舗及び部門の採算性を強化し、スクラップアンドビルドを行い、また非効率部門の商品群の見直しに取り組

みます。 

 ③ お客様のニーズにあった新商品の開発と商品力・店頭販売力の強化を更に推し進めます。 

 ④ 生産体制の強化と品質安全体制を目指す生産体制の確立に取り組みます。 

 ⑤ 間接部門の業務改善による効率化及び諸経費の徹底削減に努めます。 

(4）会社の対処すべき課題 

 東日本大震災や原発事故による甚大な被害は、日本全体に未曾有の危機をもたらしました。 

 こうした中、昨年は多くの支援や激励をいただく中で、「美味しい笹かまぼこを一日も早くお届することが最大の

使命」との思いを全社で共有し、その潜在的なパワーを、震災からの復興を通じて実感できました。 

 大震災より一年経過しましたが、未だ終息の気配も見えない原発事故に伴う風評被害、観光客数の減少など経営環

境は引き続き厳しい状態が見込まれます。 

このような中、鐘崎にお心をお寄せ下さった皆様への感謝と、毎日笹かまぼこをつくり、お届けできる喜びを胸

に「かまぼこの伝統文化を受け継ぎ、新たなおいしさをつくりだす」という、大きな目標に向かって進んでまいりま

す。 

「おいしさ、楽しく」の想いを今まで以上に強く、一枚、一枚に今まで以上の想いを込め、「強く新しい」鐘崎

を創り、より強靭な企業体質にしてまいります。 

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

資産の部

流動資産

現金及び預金 637,642 1,080,204

受取手形及び売掛金 190,845 166,142

商品及び製品 49,150 28,737

仕掛品 225 705

原材料及び貯蔵品 42,173 42,363

繰延税金資産 5,568 29,409

その他 28,833 23,158

貸倒引当金 △2,000 △500

流動資産合計 952,438 1,370,221

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1,※2  1,617,021 ※1,※2  1,547,150

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2  323,638 ※1,※2  328,034

工具、器具及び備品（純額） ※2  135,570 ※2  125,951

土地 ※1  1,805,705 ※1  1,805,705

リース資産（純額） ※2  47,865 ※2  40,636

有形固定資産合計 3,929,801 3,847,478

無形固定資産

リース資産 15,794 10,728

その他 8,445 12,484

無形固定資産合計 24,239 23,212

投資その他の資産

投資有価証券 145,923 90,082

繰延税金資産 183,124 90,018

その他 300,343 269,102

貸倒引当金 △20,163 △20,163

投資その他の資産合計 609,228 429,041

固定資産合計 4,563,269 4,299,732

繰延資産

社債発行費 4,282 2,236

繰延資産合計 4,282 2,236

資産合計 5,519,990 5,672,190
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成24年２月29日) 

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 91,100 68,190

短期借入金 ※1  1,899,644 ※1  1,544,214

1年内償還予定の社債 120,000 108,000

リース債務 10,804 10,804

未払法人税等 17,702 221,217

賞与引当金 － 20,580

その他 158,911 255,986

流動負債合計 2,298,163 2,228,992

固定負債

社債 340,000 232,000

長期借入金 ※1  624,958 ※1  706,944

リース債務 51,364 40,560

退職給付引当金 271,889 196,285

役員退職慰労引当金 178,974 187,809

その他 670 670

固定負債合計 1,467,856 1,364,268

負債合計 3,766,020 3,593,261

純資産の部

株主資本

資本金 617,250 617,250

資本剰余金 594,732 594,748

利益剰余金 669,127 984,481

自己株式 △131,323 △119,340

株主資本合計 1,749,785 2,077,140

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,183 1,788

その他の包括利益累計額合計 4,183 1,788

純資産合計 1,753,969 2,078,928

負債純資産合計 5,519,990 5,672,190
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高 4,143,152 4,130,205

売上原価 1,852,758 1,592,398

売上総利益 2,290,393 2,537,806

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  2,134,849 ※1, ※2  1,804,607

営業利益 155,543 733,199

営業外収益

受取利息 479 345

受取配当金 2,420 1,200

保険返戻金 － 682

受取地代家賃 1,693 3,744

受取手数料 2,218 1,376

補助金収入 2,876 －

その他 3,119 1,747

営業外収益合計 12,806 9,096

営業外費用

支払利息 48,147 50,730

その他 4,632 5,619

営業外費用合計 52,779 56,349

経常利益 115,571 685,946

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,500

役員退職慰労引当金戻入額 50,635 －

受取保険金 － 197,872

雇用調整助成金 － 28,110

その他 － 5,270

特別利益合計 50,635 232,754

特別損失

固定資産除却損 ※3  1,056 ※3  72

災害による損失 － ※5  213,105

投資有価証券評価損 1,000 48,760

退職特別加算金 － 50,490

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,546

賃貸借契約解約損 ※4  5,438 －

特別損失合計 7,494 317,975

税金等調整前当期純利益 158,711 600,724

法人税、住民税及び事業税 12,746 214,262

法人税等調整額 48,238 71,108

法人税等合計 60,984 285,370

少数株主損益調整前当期純利益 － 315,354

当期純利益 97,726 315,354
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 315,354

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △2,395

その他の包括利益合計 － ※2  △2,395

包括利益 － 312,959

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － ※1  312,959
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

株主資本

資本金

前期末残高 617,250 617,250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 617,250 617,250

資本剰余金

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額

自己株式の処分 － 16

当期変動額合計 － 16

当期末残高 594,732 594,748

利益剰余金

前期末残高 594,485 669,127

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 97,726 315,354

当期変動額合計 74,641 315,354

当期末残高 669,127 984,481

自己株式

前期末残高 △9,904 △131,323

当期変動額

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 11,983

当期変動額合計 △121,419 11,983

当期末残高 △131,323 △119,340

株主資本合計

前期末残高 1,796,563 1,749,785

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 97,726 315,354

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 12,000

当期変動額合計 △46,778 327,354

当期末残高 1,749,785 2,077,140
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,651 4,183

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 1,532 △2,395

当期末残高 4,183 1,788

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 2,651 4,183

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 1,532 △2,395

当期末残高 4,183 1,788

純資産合計

前期末残高 1,799,214 1,753,969

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 97,726 315,354

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 12,000

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 △45,246 324,959

当期末残高 1,753,969 2,078,928
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 158,711 600,724

減価償却費 232,426 224,362

貸倒引当金の増減額（△は減少） 600 △1,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △13,695 30,680

退職給付引当金の増減額（△は減少） 22,073 △75,603

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △43,407 8,834

受取利息及び受取配当金 △2,828 △1,545

特別退職金 － 50,490

支払利息 48,147 50,730

有形固定資産除却損 1,056 7,187

投資有価証券評価損益（△は益） 1,000 48,760

売上債権の増減額（△は増加） 21,175 24,703

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,455 19,742

その他の流動資産の増減額（△は増加） △1,062 4,158

仕入債務の増減額（△は減少） △2,658 △22,957

その他の流動負債の増減額（△は減少） △5,628 24,191

その他 6,411 24,874

小計 409,867 1,017,834

利息及び配当金の受取額 2,828 1,545

利息の支払額 △49,106 △50,610

特別退職金の支払額 － △50,490

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △12,450 △10,848

営業活動によるキャッシュ・フロー 351,139 907,430

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △55,000 △130,000

有形固定資産の取得による支出 △174,525 △97,158

無形固定資産の取得による支出 － △1,820

投資有価証券の取得による支出 △1,346 △1,309

投資有価証券の償還による収入 2,705 4,151

敷金及び保証金の差入による支出 △30,900 △3,293

敷金及び保証金の回収による収入 31,937 7,647

貸付けによる支出 △23,750 △3,950

貸付金の回収による収入 7,079 11,422

保険積立金の積立による支出 △7,386 △5,800

保険積立金の解約による収入 － 17,667

その他 △92 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △251,276 △202,441
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △213,300 △270,000

長期借入れによる収入 650,000 408,000

長期借入金の返済による支出 △445,968 △411,444

社債の償還による支出 △120,000 △120,000

自己株式の取得による支出 △121,419 －

配当金の支払額 △22,979 △178

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8,874 △10,804

自己株式の処分による収入 － 12,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △282,541 △392,427

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △182,678 312,561

現金及び現金同等物の期首残高 664,321 481,642

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  481,642 ※1  794,204
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 該当事項はありません。  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

連結子会社 連結子会社の数 １社 

 会社名 海風堂株式会社 

同左 

２．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。 

同左 

３．会計処理基準に関する

事項 

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

①有価証券 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

  同左 

  時価のないもの 

総平均法による原価法 

  時価のないもの 

  同左 

②たな卸資産 

 製品、商品、原材料及び仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表 

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。  

②たな卸資産 

 製品、商品、原材料及び仕掛品 

 同左  

 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用して

おります。  

 貯蔵品 

 同左 
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前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。 

 ただし、大和工場については、定額

法を採用しております。また、平成

10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については

定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

  建物及び構築物 10年 ～ 39年 

  機械装置        10年 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によってお

ります。  

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  ③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりま

す。  

③リース資産 

 同左 
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前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

(3）重要な繰延資産の処

理の方法 

社債発行費 

償還期間にわたって均等償却してお

ります。  

社債発行費 

同左  

(4）重要な引当金の計上

基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

期末在籍従業員に対する支給対象期

間に基づく賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

②賞与引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務を残高として計上しております。 

③退職給付引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく当連結会計年度末

要支給額を計上しております。  

④役員退職慰労引当金

同左  

  (追加情報） 

当社は、役員退職慰労金の内規を見直

し、役員退職慰労引当金50,635千円を

取崩し、取崩額は「役員退職慰労引当

金戻入額」に計上しております。  

──────── 
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前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

(6）重要なヘッジ会計の

方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理

を採用しております。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 金利スワップ 

ヘッジ対象 借入金 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能

性を減殺する目的で行っておりま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象資産・負債

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺することが

出来るためヘッジ有効性の判定は省

略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

──────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

(8）その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

４．連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法によっており

ます。 

──────── 

５．連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。 

──────── 
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 (追加情報) 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

──────── （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

なお、当社の資産除去債務は建物等の賃借契約の原状

回復義務に関するものであり、賃借契約に関する敷金が

資産に計上されていることから、資産除去債務の負債計

上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代えて、当

該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を

合理的に見積り、そのうち過年度及び当期の負担に属す

る金額を損失及び費用に計上する方法を採用しておりま

す。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ 千

円、税金等調整前当期純利益は 千円減少しており

ます。  

360

5,906

表示方法の変更

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

────────  (連結損益計算書）  

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24

日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前

当期純利益」の科目で表示しております。 

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

────────   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の

金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（平成24年２月29日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

（工場財団） 

建物及び構築物 千円368,098

機械装置及び運搬具 57,960

土地 1,228,742

計 1,654,802

（その他） 

建物及び構築物 千円222,874

土地 379,908

計 602,782

（工場財団） 

建物及び構築物 千円331,675

機械装置及び運搬具 57,960

土地 1,228,742

計 1,618,378

（その他） 

建物及び構築物 千円210,855

土地 379,908

計 590,764

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 千円1,393,200

長期借入金 818,394

（一年以内返済予定額を 

含む） 

計 2,211,594

短期借入金 千円1,233,200

長期借入金 751,942

（一年以内返済予定額を 

含む） 

計 1,985,142

※２  減価償却累計額 6,755,265千円 ※２  減価償却累計額 6,955,999千円
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当連結会計年度(自 平成23年３月１日 至 平成24年2月29日) 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益   

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次の

とおりであります。 

運賃荷造費 千円198,541

広告宣伝費 102,620

販売促進費 97,573

支払手数料 157,066

賃借料 354,347

役員報酬 52,680

給料手当 666,719

賞与引当金繰入額  －

退職給付費用 25,227

役員退職慰労引当金繰入

額

7,228

法定福利費 86,275

福利厚生費 41,093

租税公課 30,711

減価償却費 95,426

運賃荷造費 千円176,642

広告宣伝費 50,737

販売促進費 84,053

支払手数料 107,116

賃借料 375,178

役員報酬 50,448

給料手当 486,395

賞与引当金繰入額 13,380

退職給付費用 10,110

役員退職慰労引当金繰入

額

8,834

法定福利費 80,747

福利厚生費 23,728

租税公課 29,905

減価償却費 89,559

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 千

円であります。 

32,768 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は 千

円であります。 

24,513

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物除却損 千円1,056

計 1,056

機械装置除却損 千円72

計 72

※４  店舗の契約を中途解約したことによる解約損であり

ます。 

──────── 

──────── ※５ 東日本大震災による損失額であり、内訳は次のとお

りです。 

  固定資産の修繕費 千円115,993

操業停止の固定費 27,598

棚卸資産滅失等 20,437

その他 49,076

計 213,105

（連結包括利益計算書関係）

 親会社株主に係る包括利益 千円99,258

 計 千円99,258

 その他有価証券評価差額金 千円1,532

 計 千円1,532
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前連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動理由の概要） 

自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加409千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

       該当事項はありません。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,646 －  － 4,646

合計 4,646 －  － 4,646

自己株式 

普通株式 29  409 － 438

合計 29  409 － 438

決議 
株式の種類

配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年5月27日 

定時株主総会 
普通株式 23,085  5 平成22年2月28日 平成22年5月28日 
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当連結会計年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （変動理由の概要） 

自己株式の減少は、取締役会決議による自己株式の処分による減少40千株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  該当事項はありません。 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 4,646 －  － 4,646

合計 4,646 －  － 4,646

自己株式 

普通株式 438 － 40  398

合計 438 － 40  398

決議 
株式の種類 配当の資源

配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成24年5月24日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 33,984  8 平成24年2月29日 平成24年5月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成23年2月28日現在） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成24年2月29日現在） 

現金及び預金勘定 千円637,642

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △156,000

現金及び現金同等物 481,642

現金及び預金勘定 千円1,080,204

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △286,000

現金及び現金同等物 794,204

（株）鐘崎　（2912）　平成24年２月期決算短信

- 24 -



（リース取引関係）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

製品製造時等における生産設備（機械装置及び運

搬具）であります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

 （ア）有形固定資産 

同左 

（イ）無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

（イ）無形固定資産 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「３．会計処理基準に関する事項（2）重要な減価償却

資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

同左   

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 152,793  110,888  41,905

工具器具備品 138,022  96,102  41,919

合計 290,815  206,990  83,824

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置及び
運搬具 123,793  99,112  24,681

工具器具備品 91,953  65,107  26,845

合計 215,746  164,220  51,526

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円33,747

１年超 55,808

合計 89,556

１年内 千円21,046

１年超 34,762

合計 55,808

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 千円46,048

減価償却費相当額 41,321

支払利息相当額 3,592

支払リース料 千円36,221

減価償却費相当額 32,298

支払利息相当額 2,473

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料相当額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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前連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

   当社グループでは、資金運用については主に短期的な預金等で運用し、また、資金調達については銀行借

入や社債の発行など、資金調達手段の多様化を図っております。デリバティブ取引としては、金利変動リス

クを回避するための手段として金利スワップ取引を利用しており、投機的な取引は行っておりません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

   営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関して

は、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うなどの方法により管理しております。また、投資有価証券であ

る株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定

期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

   営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね１年以内の支払期日であります。 

 有利子負債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は主に設備投

資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長

期のものの一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。デリ

バティブ取引の利用にあたっては借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する

目的とした金利スワップ取引に限定しており、ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従っており、

経営者の承認を得て行っております。 

   なお、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、高格付けを有する金融機関との

み取引を行っております。 

   営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、経理担当及び総務担当役員が資金繰計画を作

成し、経営者の決裁を得るなどの方法により、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）を管理しております。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成23年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（注２）。  

 （※） 連結貸借対照表上、「１年以内に期限到来の固定負債」に計上されているものを含めて表示しております。 

（金融商品関係）

 連結貸借対照表計上額 

（千円）  
 時価（千円）  差額（千円）  

（１）現金及び預金  637,642 637,642 －

（２）受取手形及び売掛金  190,845  190,845 －

（３）投資有価証券  74,640  74,640 －

（４）支払手形及び買掛金  91,100  91,100 －

（５）短期借入金  1,533,200 1,533,200 －

（６）長期借入金 ※   991,402  988,056 △3,346

（７）社債 ※  460,000  451,752 △8,248
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   注１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

     （１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（３）投資有価証券 

これらの時価については、連結決算日の市場価格等によっております。また、保有目的ごとの有価証券

に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（６）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と

されており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（７）社債 

元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合の利率で割り引いて算定する方法によっております。 

注２ 時価を把握することが極めて困難であると認められる金融商品 

 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券」には含まれておりません。 

注３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  連結貸借対照表計上額（千円）  

 非上場株式等 71,283

１年以内 

（千円）  

１年超 

５年以内 

（千円）  

５年超 

10年以内 

（千円）  

10年超 

（千円）  

現金及び預金  637,642 －  －  －

受取手形及び売掛金  190,845 －  －  －

投資有価証券          

満期保有目的の債券          

（１）国債・地方債等   －  －  －  －

（２）社債   －  －  －  －

その他有価証券のうち満期があ

るもの  

（１）社債  2,000 －  －  －

（２）その他    －   －   －   －

合計  830,487 －   －   －
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当連結会計年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

   当社グループでは、資金運用については主に短期的な預金等で運用し、また、資金調達については銀行借

入や社債の発行など、資金調達手段の多様化を図っております。デリバティブ取引としては、金利変動リス

クを回避するための手段として金利スワップ取引を利用しており、投機的な取引は行っておりません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

   営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関して

は、取引先毎の期日管理及び残高管理を行うなどの方法により管理しております。また、投資有価証券であ

る株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定

期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。 

   営業債務である支払手形及び買掛金は、概ね１年以内の支払期日であります。 

 有利子負債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は主に設備投

資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長

期のものの一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。デリ

バティブ取引の利用にあたっては借入金等の将来の金利市場における金利上昇による変動リスクを回避する

目的とした金利スワップ取引に限定しており、ヘッジの有効性の評価方法については、金利スワップの特例

処理の要件を満たしているため、その判定をもって有効性の評価を省略しております。 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従っており、

経営者の承認を得て行っております。 

   なお、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、高格付けを有する金融機関との

み取引を行っております。 

   営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、経理担当及び総務担当役員が資金繰計画を作

成し、経営者の決裁を得るなどの方法により、流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）を管理しております。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  平成24年２月29日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（注２）。  

 （※） 連結貸借対照表上、「１年以内に期限到来の固定負債」に計上されているものを含めて表示しております。 

 連結貸借対照表計上額 

（千円）  
 時価（千円）  差額（千円）  

（１）現金及び預金  1,080,204 1,080,204 －

（２）受取手形及び売掛金  166,142  166,142 －

（３）投資有価証券  90,082  90,082 －

（４）支払手形及び買掛金  68,190  68,190 －

（５）短期借入金  1,263,200 1,263,200 －

（６）長期借入金 ※   987,958  983,434 △4,524

（７）社債 ※  340,000  335,119 △4,881
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   注１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

     （１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金  

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（３）投資有価証券 

これらの時価については、連結決算日の市場価格等によっております。また、保有目的ごとの有価証券

に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。 

（４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。 

（６）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象と

されており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（７）社債 

元利金の合計額を同様の新規調達を行った場合の利率で割り引いて算定する方法によっております。 

注２ 時価を把握することが極めて困難であると認められる金融商品 

 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるため、「（３）投資有価証券」には含まれておりません。 

注３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  連結貸借対照表計上額（千円）  

 非上場株式等 20,522

１年以内 

（千円）  

１年超 

５年以内 

（千円）  

５年超 

10年以内 

（千円）  

10年超 

（千円）  

現金及び預金  1,080,204 －  －  －

受取手形及び売掛金  166,142 －  －  －

投資有価証券          

満期保有目的の債券          

（１）国債・地方債等    －  －  －  －

（２）社債   －  －  －  －

その他有価証券のうち満期があ

るもの  

（１）社債   －  －  －  －

（２）その他    －   －   －   －

合計  1,246,346 －   －   －
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前連結会計年度  

１．その他有価証券                             （平成23年２月28日） 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額71,283千円）については、市場価格がなく時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」に含めておりません。  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

３．当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

投資有価証券について1,000千円（その他有価証券の株式1,000千円）減損処理を行っております。   

当連結会計年度  

１．その他有価証券                             （平成24年２月29日） 

（注）非上場株式等（連結貸借対照表計上額20,522千円）については、市場価格がなく時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」に含めておりません。  

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

３．当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

投資有価証券について48,760千円（その他有価証券の株式 千円）減損処理を行っております。   

（有価証券関係）

種類 連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

（１）株式  37,918  24,472  13,446

（２）債券   －  －  －

（３）その他   －  －  －

小計  37,918  24,472  13,446

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

（１）株式  7,629  8,790 △1,160

（２）債券  －  －  －

（３）その他 29,091  34,360 △5,269

小計 36,721  43,150 △6,429

合  計  74,640  67,622  7,017

種類 連結貸借対照表計上
額（千円） 

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

（１）株式  33,678  25,782  7,896

（２）債券   －  －  －

（３）その他  11,941  11,492  449

小計  45,620  37,274  8,346

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

（１）株式  7,069  8,790 △1,720

（２）債券  －  －  －

（３）その他 16,870  20,717 △3,846

小計 23,939  29,507 △5,567

合  計  69,560  66,781  2,778

48,760
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前連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

  該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、 

   その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。  

当連結会計年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

  該当事項はありません。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、 

   その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。  

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計の方法 取引の種類  主なヘッジ対象

前連結会計年度（平成23年２月28日） 

契約額等 

（千円）  

契約額等の 

うち１年超 

（千円）  

時価 

（千円）  

金利スワップの特例

処理  

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払
長期借入金  229,200   179,280 （注）  

ヘッジ会計の方法 取引の種類  主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成24年２月29日） 

契約額等 

（千円）  

契約額等の 

うち１年超 

（千円）  

時価 

（千円）  

金利スワップの特例

処理  

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払
長期借入金  179,280   129,360 （注）  
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１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社グループは、簡便法を適用しておりますので基礎率等については記載しておりません。なお、退職給付

に係わる期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

前連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

 該当事項はありません。 

（退職給付関係）

前連結会計年度
（平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（平成24年２月29日） 

退職給付債務（千円） 271,889  196,285

退職給付引当金（千円） 271,889  196,285

前連結会計年度
（平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（平成24年２月29日） 

勤務費用（千円） 37,994  16,501

退職給付費用（千円） 37,994  16,501

（ストック・オプション等関係）
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 8,890 千円

退職給付引当金繰入超過額 109,789

役員退職慰労引当金繰入超過額 72,269

税務上の繰越欠損金 64,256

減損損失 5,706

貸倒損失否認  10,554

機械装置除却損否認 9,237

その他 9,991

繰延税金資産  小計 290,696

評価性引当額 △99,169

繰延税金資産  合計 191,527

その他有価証券評価差額金  2,833

繰延税金負債  合計  2,833

繰延税金資産の純額  188,693

繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 7,285 千円

賞与引当金繰入限度超過額 8,358

退職給付引当金繰入超過額 71,049

役員退職慰労引当金繰入超過額 67,452

投資有価証券評価損 17,710

減損損失 4,911

貸倒損失否認  10,620

その他 26,442

繰延税金資産  小計 213,827

評価性引当額 △93,408

繰延税金資産  合計 120,419

その他有価証券評価差額金  990

繰延税金負債  合計  990

繰延税金資産の純額  119,429

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

以下の項目に含まれております。 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、

以下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 5,568 千円

固定資産－繰延税金資産 183,124

流動資産－繰延税金資産 29,409 千円

固定資産－繰延税金資産 90,018

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 1.92

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.25

住民税均等割 7.70

評価性引当額の変動額 △12.18

(繰越欠損金の期限切れの金額を含む) 

その他 0.85

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.42

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 0.25

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.02

住民税均等割 1.97

評価性引当額の変動額 2.46

その他 2.46

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.50
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前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

３．        ──────── ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額修正 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災から

の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布さ

れ、平成24年４月１日以降開始する連結会計年度より、

法人税率が変更されることとなっております。 

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は、平成25年３月１日以降に開始

する連結会計年度において解消が見込まれる一時差異に

ついては、現行の ％から ％に、平成28年３月

１日以降に開始する連結会計年度において解消が見込ま

れる一時差異については ％に変更しております。 

 この変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）が 千円減少し、当連結会計

年度に費用計上された法人税等調整額が 千円、その

他有価証券評価差額金が 千円増加しております。 

40.38 37.96

35.59

6,138

6,270

131
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当連結会計年度末（平成24年２月29日） 

（1）当該資産除去債務の概要 

建物等不動産の賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しておりま

す。 

なお、賃借契約に関する敷金が資産に計上されていることから、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する

除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そ

のうち過年度及び当期の負担に属する金額を損失及び費用に計上する方法を採用しております。 

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の金額の算定にあたっては、当該建物の使用見込期間を30年と見積り計算しております。 

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

当連結会計年度の期首時点において、敷金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は 千円でありま

す。また、当連結会計年度末における金額は、期首時点の金額から賃貸借契約解除に伴う減少額 千円を控

除した 千円であります。 

（資産除去債務関係)

11,100

600

10,500
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前連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

水産練製品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

ト資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超のため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。  

前連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

海外売上高がないため該当事項はありません。   

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

当社グループの報告セグメントは、フード事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

(追加情報）  

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。  

当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

フード事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグ

メント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超のため、記載を省略しております。 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

海外売上高がないため該当事項はありません。  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％をこえるた

め、記載を省略しております。  

３．主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省

略しております。 

当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。  

当連結会計年度（自 平成23年３月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。   

セグメント情報

関連情報

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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前連結会計年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

     該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

     該当事項はありません。 

    該当事項はありません。  

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（関連当事者情報）

（企業結合等関係）

（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

（東北地方太平洋沖地震の影響） 

  平成23年３月11日に発生した東日本太平洋沖地震に

より、２工場及び38店舗のうち、軽微なものも含めて

全ての店舗が被災しております。なお被害状況につい

ては現在調査中であり、現時点で、商品、有形固定資

産等の被害金額、及び翌連結会計年度に支出すると認

められる撤去費用等または原状回復費用等を合理的に

見積もることは困難であります。 

──────── 

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当連結会計年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１株当たり純資産額 円 銭416 81

１株当たり当期純利益 円 銭 22 58

１株当たり純資産額 円 銭489 38

１株当たり当期純利益 円 銭 74 77

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

前連結会計年度
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

当連結会計年度
(自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日) 

当期純利益（千円） 97,726  315,354

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円） 97,726  315,354

期中平均株式数（株） 4,327,442  4,217,289
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年２月28日) 

当事業年度 
(平成24年２月29日) 

資産の部

流動資産

現金及び預金 633,391 1,058,771

売掛金 194,062 168,720

商品及び製品 48,366 28,293

仕掛品 225 705

原材料及び貯蔵品 42,173 42,363

前払費用 16,932 15,766

繰延税金資産 5,370 28,568

未収入金 5,591 2,740

その他 5,171 4,282

貸倒引当金 △2,000 △500

流動資産合計 949,285 1,349,711

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1,※2  1,608,084 ※1,※2  1,539,139

機械装置及び運搬具（純額） ※1,※2  320,805 ※1,※2  325,242

工具、器具及び備品（純額） ※2  135,057 ※2  125,461

土地 ※1  1,750,501 ※1  1,750,501

リース資産（純額） ※2  47,865 ※2  40,636

有形固定資産合計 3,862,314 3,780,982

無形固定資産

ソフトウエア 3,500 7,607

リース資産 15,794 10,728

その他 4,424 4,356

無形固定資産合計 23,718 22,692

投資その他の資産

投資有価証券 145,923 90,082

関係会社株式 19,700 0

出資金 26,172 26,172

長期貸付金 20,000 20,000

関係会社長期貸付金 61,679 61,679

従業員に対する長期貸付金 15,745 8,273

長期前払費用 4,480 2,021

繰延税金資産 181,250 88,671

差入保証金 87,595 81,561

敷金 59,375 55,354

ゴルフ会員権 17,080 17,080

保険積立金 57,147 45,961

その他 250 250

貸倒引当金 △12,700 △12,700

投資その他の資産合計 683,700 484,408

固定資産合計 4,569,733 4,288,082

繰延資産

社債発行費 4,282 2,236

繰延資産合計 4,282 2,236

資産合計 5,523,301 5,640,030
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成23年２月28日) 

当事業年度 
(平成24年２月29日) 

負債の部

流動負債

買掛金 88,426 68,228

短期借入金 ※1  1,483,200 ※1  1,213,200

1年内返済予定の長期借入金 ※1  352,920 ※1  267,490

1年内償還予定の社債 120,000 108,000

リース債務 10,804 10,804

未払金 140,516 213,012

未払法人税等 17,262 212,712

未払消費税等 6,967 30,714

預り金 4,048 3,007

未払費用 8,756 8,776

賞与引当金 － 20,200

流動負債合計 2,232,903 2,156,146

固定負債

社債 340,000 232,000

長期借入金 ※1  585,780 ※1  673,290

リース債務 51,364 40,560

退職給付引当金 271,889 196,285

役員退職慰労引当金 178,974 187,809

その他 670 670

固定負債合計 1,428,678 1,330,614

負債合計 3,661,582 3,486,761

純資産の部

株主資本

資本金 617,250 617,250

資本剰余金

資本準備金 594,732 594,732

その他資本剰余金 － 16

資本剰余金合計 594,732 594,748

利益剰余金

利益準備金 81,200 81,200

その他利益剰余金

別途積立金 550,000 550,000

繰越利益剰余金 145,676 427,621

利益剰余金合計 776,876 1,058,821

自己株式 △131,323 △119,340

株主資本合計 1,857,535 2,151,479

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,183 1,788

評価・換算差額等合計 4,183 1,788

純資産合計 1,861,719 2,153,268

負債純資産合計 5,523,301 5,640,030
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

売上高

製品売上高 3,904,715 3,991,010

商品売上高 207,644 103,377

売上高合計 4,112,359 4,094,387

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 30,249 22,451

当期製品製造原価 1,726,219 1,529,274

合計 1,756,468 1,551,726

製品期末たな卸高 38,438 20,939

製品売上原価 1,718,030 1,530,786

商品売上原価

商品期首たな卸高 9,052 7,633

当期商品仕入高 138,338 83,831

合計 147,390 91,464

商品期末たな卸高 9,928 7,353

商品売上原価 137,462 84,110

売上原価合計 1,855,493 1,614,897

売上総利益 2,256,866 2,479,490

販売費及び一般管理費 ※1,※2  2,114,622 ※1,※2  1,772,344

営業利益 142,243 707,146

営業外収益

受取利息 477 343

受取配当金 2,403 1,200

受取地代家賃 2,785 5,051

受取手数料 2,218 1,376

補助金収入 2,876 －

保険返戻金 － 682

雑収入 1,872 755

営業外収益合計 12,632 9,410

営業外費用

支払利息 39,701 43,629

社債利息 5,581 4,733

社債発行費償却 2,045 2,045

雑損失 2,583 2,897

営業外費用合計 49,911 53,306

経常利益 104,964 663,249
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 1,500

役員退職慰労引当金戻入額 50,635 －

受取保険金 － 197,872

雇用調整助成金 － 28,110

その他 － 5,270

特別利益合計 50,635 232,754

特別損失

固定資産除却損 ※3  1,056 ※3  72

災害による損失 － ※5  212,507

投資有価証券評価損 1,000 48,760

関係会社株式評価損 － 19,699

退職特別加算金 － 50,490

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,546

賃貸借契約解約損 ※4  5,438 －

特別損失合計 7,494 337,076

税引前当期純利益 148,104 558,927

法人税、住民税及び事業税 12,305 205,757

法人税等調整額 46,266 71,224

法人税等合計 58,572 276,982

当期純利益 89,532 281,944

（株）鐘崎　（2912）　平成24年２月期決算短信

- 42 -



（脚注） 

製造原価明細書

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

区分
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円）
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費 926,927  53.7  823,156  53.8

Ⅱ 労務費 ※１ 407,049  23.6  327,483  21.4

Ⅲ 経費 ※２ 392,166 22.7 379,115 24.8

当期総製造費用 1,726,144 100.0 1,529,754 100.0

期首仕掛品棚卸高 301 225

計 1,726,445 1,529,979

期末仕掛品棚卸高 225 705

当期製品製造原価 1,726,219  1,529,274  

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．原価計算の方法 

当社の原価計算は、実際等級別総合原価計算によって

おります。 

１．原価計算の方法 

同左 

２．※１ 労務費の中には、退職給付費用 千円が含

まれております。 

12,766 ２．※１ 労務費の中には、退職給付費用 千円及び

賞与引当金繰入額 千円が含まれておりま

す。 

6,391

7,200

※２ 経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

※２ 経費のうち主なものは、次のとおりでありま

す。 

電力費 千円80,001

衛生費 35,204

消耗器材費 29,258

減価償却費 136,702

電力費 千円76,059

衛生費 28,650

消耗器材費 28,449

減価償却費 122,542
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

株主資本

資本金

前期末残高 617,250 617,250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 617,250 617,250

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 594,732 594,732

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 － 16

当期変動額合計 － 16

当期末残高 － 16

資本剰余金合計

前期末残高 594,732 594,732

当期変動額

自己株式の処分 － 16

当期変動額合計 － 16

当期末残高 594,732 594,748

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 81,200 81,200

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 81,200 81,200

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 350,000 550,000

当期変動額

別途積立金の積立 200,000 －

当期変動額合計 200,000 －

当期末残高 550,000 550,000

繰越利益剰余金

前期末残高 279,229 145,676

当期変動額

別途積立金の積立 △200,000 －

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 89,532 281,944

当期変動額合計 △133,552 281,944

当期末残高 145,676 427,621

利益剰余金合計

前期末残高 710,429 776,876
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成23年３月１日 
 至 平成24年２月29日) 

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 89,532 281,944

当期変動額合計 66,447 281,944

当期末残高 776,876 1,058,821

自己株式

前期末残高 △9,904 △131,323

当期変動額

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 11,983

当期変動額合計 △121,419 11,983

当期末残高 △131,323 △119,340

株主資本合計

前期末残高 1,912,507 1,857,535

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 89,532 281,944

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 12,000

当期変動額合計 △54,971 293,943

当期末残高 1,857,535 2,151,479

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,651 4,183

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 1,532 △2,395

当期末残高 4,183 1,788

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,651 4,183

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 1,532 △2,395

当期末残高 4,183 1,788

純資産合計

前期末残高 1,915,158 1,861,719

当期変動額

剰余金の配当 △23,085 －

当期純利益 89,532 281,944

自己株式の取得 △121,419 －

自己株式の処分 － 12,000

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,532 △2,395

当期変動額合計 △53,439 291,548

当期末残高 1,861,719 2,153,268
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 該当事項はありません。  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目
前事業年度

（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

総平均法による原価法によっておりま

す。 

子会社株式 

  同左

その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定） 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

  同左

時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

   同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。  

商品、製品、原材料及び仕掛品 

 同左 

貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用して

おります。 

貯蔵品 

 同左 
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項目
前事業年度

（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、大和工場については定額法を

採用しております。 

また、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び構築物  10年 ～ 39年 

機械装置   10年  

有形固定資産（リース資産を除く） 

 同左 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

  同左  

  リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が

平成21年２月28日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっておりま

す。   

リース資産 

 同左  

長期前払費用 

定額法を採用しております。 

長期前払費用 

  同左 

４．繰延資産の処理方法 社債発行費 

償還期間にわたって均等償却しており

ます。 

社債発行費 

 同左 
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項目
前事業年度

（自 平成22年３月１日  
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日  
至 平成24年２月29日） 

５．引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(１)貸倒引当金 

 同左 

(２)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、

期末在籍従業員に対する支給対象期

間に基づく賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

(２)賞与引当金 

 同左 

(３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務を

残高として計上しております。 

(３)退職給付引当金 

 同左 

(４)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金支給に備えるた

め、内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。 

(４)役員退職慰労引当金

同左 

（追加情報） 

当社は、役員退職慰労金の内規を見直

し、役員退職慰労引当金50,635千円を

取崩し、取崩額は「役員退職慰労引当

金戻入額」に計上しております。  

──────── 

６．ヘッジ会計の方法 (１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特例処理

を採用しております。 

(１)ヘッジ会計の方法 

  同左 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  同左 

(３)ヘッジ方針 

金利変動による借入債務の損失可能

性を減殺する目的で行っておりま

す。 

(３)ヘッジ方針 

  同左 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象資産・負債

に関する重要な条件が同一であり、

かつヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動またはキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺することが

できるため、ヘッジ有効性の判定は

省略しております。 

(４)ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

７．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。   同左 
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

──────── (資産除去債務に関する会計基準の適用)  

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

なお、当社の資産除去債務は建物等の賃借契約の原状

回復義務に関するものであり、賃借契約に関する敷金

が資産に計上されていることから、資産除去債務の負

債計上及びこれに対応する除去費用の資産計上に代え

て、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められ

る金額を合理的に見積り、そのうち過年度及び当期の

負担に属する金額を損失及び費用に計上する方法を採

用しております。 

これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ 千円

減少し、税引前当期純利益が 千円減少しており

ます。 

360

5,906
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年２月28日） 

当事業年度
（平成24年２月29日） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

（工場財団） 

建物 368,098千円 

機械装置 57,960

土地 1,228,742

計 1,654,802

（その他） 

建物 222,874千円 

土地 324,705

計 547,579

（工場財団） 

建物 331,675千円 

機械装置 57,960

土地 1,228,742

計 1,618,378

（その他） 

建物 210,855千円 

土地 324,705

計 535,560

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,343,200千円 

長期借入金 773,700

（一年以内返済予定額を含む） 

計 2,116,900

短期借入金 1,183,200千円 

長期借入金 710,780

（一年以内返済予定額を含む） 

計 1,893,980

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 6,636,892千円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 6,838,424千円

 ３ 債務保証 

 子会社海風堂株式会社の銀行借入金に対して、

千円の債務保証を行っております。 94,694

 ３ 債務保証 

 子会社海風堂株式会社の銀行借入金に対して、

千円の債務保証を行っております。 91,162
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は次のとおり

であります。 

※１ 販売費と一般管理費のおおよその割合は次のとおり

であります。 

販売費 ％86

一般管理費 ％14

販売費 ％80

一般管理費 ％20

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

運賃荷造費 千円196,306

広告宣伝費 102,595

販売促進費 97,278

支払手数料 144,268

賃借料 358,167

役員報酬 46,680

給料手当 655,967

賞与引当金繰入額  －

退職給付費用 25,227

役員退職慰労引当金繰入額 7,228

法定福利費 83,868

福利厚生費 41,042

租税公課 29,985

減価償却費 94,269

運賃荷造費 千円173,988

広告宣伝費 50,994

販売促進費 83,782

支払手数料 98,284

賃借料 379,189

役員報酬 43,248

給料手当 460,091

賞与引当金繰入額 13,000

退職給付費用 10,110

役員退職慰労引当金繰入額 8,834

法定福利費 76,461

福利厚生費 23,585

租税公課 29,324

減価償却費 88,568

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、

千円であります。 

32,768

※２ 研究開発費の総額 

 一般管理費に含まれる研究開発費の総額は、

千円であります。 

24,513

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 千円1,056

計 1,056

機械装置 千円72

計 72

※４ 店舗の契約を中途解約したことによる解約損であり

ます。

──────── 

──────── ※５ 東日本大震災による損失額であり、内訳は次のとお

りです。 

  固定資産の修繕費 千円115,993

操業停止の固定費 27,000

棚卸資産滅失等 20,437

その他 49,076

計 212,507
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前事業年度（自平成22年３月１日 至平成23年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動理由の概要） 

増加は取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。  

当事業年度（自平成23年３月１日 至平成24年２月29日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （変動理由の概要） 

減少は取締役会決議による自己株式の処分によるものであります。  

（株主資本等変動計算書関係）

前期末株式数
（千株） 

当期増加株式数
（千株） 

当期減少株式数
（千株） 

当期末株式数
（千株） 

自己株式 

普通株式 29  409 － 438

合計 29  409 － 438

前期末株式数
（千株） 

当期増加株式数
（千株） 

当期減少株式数
（千株） 

当期末株式数
（千株） 

自己株式 

普通株式 438 － 40  398

合計 438 － 40  398
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（リース取引関係）

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

製品製造等事業における生産設備（機械装置及

び運搬具）であります。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

①リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

同左 

（イ）無形固定資産 

ソフトウェアであります。 

（イ）無形固定資産 

同左 

②リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成21年２月28日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。  

②リース資産の減価償却の方法 

   同左  

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 132,181  97,026  35,154

車両及び運搬
具 20,611  13,861  6,750

工具器具備品 138,022  96,102  41,919

合計 290,815  206,990  83,824

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械及び装置 103,181  81,128  22,052

車両及び運搬
具 20,611  17,983  2,628

工具器具備品 91,953  65,107  26,845

合計 215,746  164,220  51,526

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 33,747千円 

１年超 55,808

合計 89,556

１年内 21,046千円 

１年超 34,762

合計 55,808

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 46,048千円 

減価償却費相当額 41,321

支払利息相当額 3,592

支払リース料 36,221千円 

減価償却費相当額 32,298

支払利息相当額 2,473

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料相当額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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前事業年度（平成23年２月28日現在） 

 子会社株式（貸借対照表計上額19,700千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから記載しておりません。  

当事業年度（平成24年２月29日現在） 

 子会社株式（貸借対照表計上額0千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから記載しておりません。  

（有価証券関係）
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（税効果会計関係）

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳 

繰延税金資産 繰延税金資産 

繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 5,935 千円

退職給付引当金繰入超過額 109,789

役員退職慰労引当金繰入超過額 72,269

税務上の繰越欠損金 64,058

減損損失 5,706

貸倒損失否認 

機械装置除却損否認 

10,554

9,237

その他 8,117

繰延税金資産  小計 285,669

評価性引当額 △96,214

 繰延税金資産  合計 189,455

その他有価証券評価差額金 2,833

 繰延税金負債合計 2,833

 繰延税金資産の純額 186,621

繰延税金負債 

貸倒引当金繰入限度超過額 4,698 千円

賞与引当金繰入限度超過額 8,207

退職給付引当金繰入超過額 71,049

役員退職慰労引当金繰入超過額 67,452

投資有価証券評価損 17,710

減損損失 4,911

貸倒損失否認 

関係会社株式評価損 

10,620

7,011

その他 24,404

繰延税金資産  小計 216,062

評価性引当額 △97,831

 繰延税金資産  合計 118,230

その他有価証券評価差額金 990

 繰延税金負債合計 990

 繰延税金資産の純額 117,240

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

  の差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率と

  の差異の原因となった主な項目別の内訳 

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 2.07

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.27

住民税均等割 8.01

評価性引当額の変動額 △12.00

その他 1.35

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.54

  (％)

法定実効税率 40.38

(調整) 

交際費等永久に損金に加算されない項目 0.27

受取配当金等永久に益金に加算されない項目 △0.03

住民税均等割 2.04

評価性引当額の変動額 2.65

その他 4.25

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.56
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前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

３．        ──────── ３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の金額修正 

 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災から

の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布さ

れ、平成24年４月１日以降開始する当事業年度より、法

人税率が変更されることとなっております。 

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は、平成25年３月１日以降に開始

する当事業年度において解消が見込まれる一時差異につ

いては、現行の ％から ％に、平成28年３月１

日以降に開始する当事業年度において解消が見込まれる

一時差異については ％に変更しております。 

 この変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）が 千円減少し、当事業年度

に費用計上された法人税等調整額が 千円、その他有

価証券評価差額金が 千円増加しております。 

40.38 37.96

35.59

6,649

6,517

131
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.

当事業年度末（平成24年２月29日） 

（1）当該資産除去債務の概要 

建物等不動産の賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務として認識しておりま

す。 

なお、賃借契約に関する敷金が資産に計上されていることから、資産除去債務の負債計上及びこれに対応する

除去費用の資産計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そ

のうち過年度及び当期の負担に属する金額を損失及び費用に計上する方法を採用しております。 

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の金額の算定にあたっては、当該建物の使用見込期間を30年と見積り計算しております。 

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

当事業年度の期首時点において、敷金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は 千円であります。

また、当事業年度末における金額は、期首時点の金額から賃貸借契約解除に伴う減少額 千円を控除した

千円であります。 

(資産除去債務関係)

11,100

600

10,500
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 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

１株当たり純資産額 円 銭442 42

１株当たり当期純利益 円 銭20 69

１株当たり純資産額 円 銭506 88

１株当たり当期純利益 円 銭66 85

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

前事業年度
(自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日) 

当事業年度
(自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日) 

当期純利益（千円） 89,532  281,944

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円） 89,532  281,944

期中平均株式数（株） 4,327,442  4,217,289

（重要な後発事象）

前事業年度
（自 平成22年３月１日 
至 平成23年２月28日） 

当事業年度
（自 平成23年３月１日 
至 平成24年２月29日） 

（東北地方太平洋沖地震の影響） 

   平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、

２工場及び36店舗のうち、軽微なものも含めて全て

の工場及び店舗が被災しております。なお被害状況

については現在調査中であり、現時点で、商品、有

形固定資産等の被害金額、及び翌事業年度に支出す

ると認められる撤去費用等または原状回復費用等を

合理的に見積もることは困難であります。 

──────── 

（株）鐘崎　（2912）　平成24年２月期決算短信

- 58 -



(1）役員の異動 

該当事項はありません。 

(2）その他 

該当事項はありません。 

６．その他
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